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○
内
閣
府
令
第

号

不
当
景
品
類
及
び
不
当
表
示
防
止
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第
七
十
一
号
）
附
則
第
三
条

に
基
づ
き
、
不
当
景
品
類
及
び
不
当
表
示
防
止
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
の
一
部
の
施
行
に
伴
う
経
過
措
置
に
関
す

る
内
閣
府
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成

年

月

日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

不
当
景
品
類
及
び
不
当
表
示
防
止
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
の
一
部
の
施
行
に
伴
う
経
過
措
置
に
関
す
る
内

閣
府
令
（
案
）

（
消
費
生
活
相
談
に
準
ず
る
事
務
）

第
一
条

不
当
景
品
類
及
び
不
当
表
示
防
止
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
附
則
第
三
条
第

一
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
務
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
と
す
る
。

一

消
費
者
団
体
に
お
け
る
事
業
者
に
対
す
る
消
費
者
か
ら
の
苦
情
に
係
る
相
談
の
事
務

二

事
業
者
に
お
け
る
当
該
事
業
者
に
対
す
る
消
費
者
か
ら
の
苦
情
に
係
る
相
談
の
事
務
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三

国
の
行
政
機
関
又
は
独
立
行
政
法
人
（
独
立
行
政
法
人
通
則
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
号
）
第
二
条
第
一
項
に
規

定
す
る
独
立
行
政
法
人
を
い
う
。
）
に
お
け
る
事
業
者
に
対
す
る
消
費
者
か
ら
の
苦
情
に
係
る
相
談
の
事
務

四

前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
前
各
号
に
掲
げ
る
事
務
と
同
等
以
上
の
も
の
と
し
て
消
費
者
庁
長
官
が
指
定
す
る
も

の
（
相
談
に
適
切
に
応
じ
る
こ
と
が
で
き
る
者
の
基
準
）

第
二
条

法
附
則
第
三
条
第
一
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
基
準
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
も
の
と
す
る
。

一

次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
資
格
を
有
す
る
こ
と
。

イ

独
立
行
政
法
人
国
民
生
活
セ
ン
タ
ー
が
付
与
す
る
消
費
生
活
専
門
相
談
員
の
資
格

ロ

一
般
財
団
法
人
日
本
産
業
協
会
が
付
与
す
る
消
費
生
活
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
資
格

ハ

一
般
財
団
法
人
日
本
消
費
者
協
会
が
付
与
す
る
消
費
生
活
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
資
格

二

法
第
二
条
に
よ
る
改
正
前
の
消
費
者
安
全
法
第
八
条
第
一
項
第
二
号
イ
及
び
ロ
若
し
く
は
第
二
項
第
一
号
及
び
第
二
号

に
掲
げ
る
事
務
又
は
前
条
で
定
め
る
事
務
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
消
費
生
活
相
談
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
事
務
」
と
い

う
。
）
に
通
算
し
て
一
年
以
上
従
事
し
た
経
験
を
有
す
る
こ
と
。
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三

法
の
施
行
の
日
か
ら
遡
っ
て
五
年
間
に
お
い
て
、
消
費
生
活
相
談
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
事
務
に
通
算
し
て
一
年
以
上
従

事
し
て
い
な
い
場
合
に
は
、
法
附
則
第
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
講
習
会
（
以
下
単
に
「
講
習
会
」
と
い
う
。
）
の
課
程

を
修
了
す
る
こ
と
。

２

法
附
則
第
三
条
第
一
項
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
当
該
都
道
府
県
知
事
又
は
市
町
村
長
に

提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

第
二
条
第
一
項
第
二
号
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
類

二

前
号
の
書
類
を
や
む
を
得
な
い
理
由
に
よ
り
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
、
消
費
生
活
相
談
又
は
こ

れ
に
準
ず
る
事
務
に
従
事
し
た
経
験
を
有
す
る
こ
と
を
証
明
す
る
た
め
当
該
都
道
府
県
知
事
又
は
市
町
村
長
が
適
当
と
認

め
る
書
類

三

前
項
第
三
号
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
第
三
条
第
三
項
の
修
了
証

（
内
閣
総
理
大
臣
の
指
定
す
る
者
が
実
施
す
る
講
習
会
）

第
三
条

講
習
会
に
お
け
る
講
習
は
、
消
費
者
安
全
法
（
平
成
二
十
一
年
法
律
第
五
十
号
）
第
十
条
の
三
第
三
項
各
号
に
掲
げ

る
科
目
に
つ
い
て
行
う
も
の
と
し
、
そ
の
講
習
時
間
は
、
そ
れ
ぞ
れ
一
時
間
以
上
と
す
る
。
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２

法
附
則
第
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
内
閣
総
理
大
臣
が
指
定
す
る
者
（
以
下
「
指
定
講
習
会
実
施
機
関
」
と
い
う
。
）
は
、

講
習
を
実
施
す
る
日
時
、
場
所
そ
の
他
講
習
の
実
施
に
関
す
る
事
項
を
あ
ら
か
じ
め
公
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

指
定
講
習
会
実
施
機
関
は
、
講
習
会
の
課
程
を
修
了
し
た
者
に
対
し
、
修
了
証
を
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

前
三
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
講
習
の
実
施
方
法
、
講
習
に
関
す
る
料
金
そ
の
他
講
習
に
つ
い
て
必
要
な
事
項
は
、
消

費
者
庁
長
官
が
定
め
る
。

（
法
附
則
第
三
条
第
二
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
相
談
に
適
切
に
応
じ
る
こ
と
が
で
き
る
者
の
基
準
）

第
四
条

法
附
則
第
三
条
第
二
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
基
準
は
、
第
二
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
資
格
を
有

す
る
こ
と
と
す
る
。

附

則

こ
の
府
令
は
、
法
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。


